








































































































































































































































































































個 人 研 究
　C　Uターン，Jターン，質的労働指向問題
　豊かな社会指向型社会的選好が強くなり，エコロジー
的自然および生活環境意識が高まってくると．集積の利
益や不利益という経済的外部性の獲得に動機づけられた
居所，就職の選択に，エコロジーから発する正負の外部
性をつけ加えた価値意識が加わることになる。とりわけ
集積地点での負の外部性が高い地点では，エコロジー的
発想の高まりから負の外部性を忌否して，自然環境豊か
な地方とか故郷へ居所や職業を移そうとする動きが出て
くる。UターンからJターンというのがこれである。
　これまで特定の結節地点でみられた集積の累積運動に
対して，生産の基礎的要素の一つである労働力の離心で
ある。労働供給が制限的となった人手不足経済のもと
で，しかも平均的所得水準が上昇傾向にあってのこの動
きは，離脱された集積地点での新しい対応を必要とする
のである。一つは労働排除型の技術進歩を図ることであ
り，他は新しい場所への生産拠点を移すことである。
　B．P．ハーバーが示す市場での資源の最適配分条件は
次の五つである。第一は各産業で多くの売手買手の存
在。第二は生産物，要素市場双方における売手買手の完
全な知識。第三は資源の完全な可動性。第四は企業の利
潤極大化動機と消費者の効用極大化動機。第五は集合的
消費外部性の不存在である20）。
　このうち企業での自由な生産要素の結合は利潤極大化
運動の前提をなすものである。労働供給が制限的でない
段階では，人はより高い所得水準を求めて，また新しい価
値感から望ましい職業を求めて結節集積地点に集まる。
これに第1次部門就業忌否の国民的動きがつけ加わっ
て，農業地域から人は流出し結節地点，中でもより大き
く人を求めた大消費地およびその周辺地区，臨海地域，
集積地点，これを目指して人は集まったのである。
　しかしこの牽引された人達を見ると，流出地域に高次
の所得取得機会や職業選択の機会は少なく，多分にやむ
を得ず牽引されてきている場合が多い。しかも流出する
地域に不動産や心に残る何かを残してである。そのため
に就業とか所得機会があれば何とかして回帰して故郷に
落ちつきたいという考えを心に持っている。
　こうした時に生産ce－一主義のこれまでの行き方が全国
的に懐疑的になり，エコロジー的発想から産業活動に制
約が課せられてくると，牽引された人々の中で流出地へ
回帰する者が出てくる。流出地域では人口の流出を挙手
傍観している訳ではなく，あらゆる手段を通じて過疎化
ないしは停滞を止める政策を実施している。このために
人口の回帰にもある受け入れ条件が満されることとな
り，Uターン．　Jターンは一つの社会的現象となったの
である。これらの動きは準公共財住宅に対する新しい需
要を追加することになる。
　〔質的労働指向〕
　現代の技術革新は，一つは労働排除型で資本集約型産
業を進展させているが，他方では労働集約型で資本集約
的産業をも大きく展開させている。ここに当初の巨大装
置の素材型産業の展開から組立型産業の展開，頭脳集約
型産業の展開となるとj人の頭や手を必要とする産業が
陸続として現われてくるし，きたのである。労働供給が
制限的状況下でもこのことが進行する。その上にUター
ン，Jターン現象が現われてくると，既存の集積地点で
は望ましい労働力の確保は困難になる。ここに企業とし
ては生産地点を既存の集積地点から移して，労働力の確
保し易い地域へ進出することが望ましくなる。
　現代の立地は科学技術の進歩とともに，これまでの立
地制約条件を解放してきている。軽量小型構造で単位付
加価値の高い財の生産には市場指向型や臨海指向型立地
を必要としない。それどころか質的に水準の高い労働力
が大きく存在することこそ立地の重要な因子となってき
ている21）。労働指向型立地への回帰である。しかし単な
る労働指向型22）ではなく，労働の質の問題がここに介在
する。もし単なる労働指向ならば，逢かに安く大量に雇
用することの出来る東南アジア諸国への立地が可能であ
ろう。しかし頭脳集約型産業はこの単なる労働立地を不
可能としている。この質的労働指向型立地の展開は，既
存の集積地点から離れた新しい地域での集積の開始と，
そこでの新たなる産業連関の開始を展開することにな
る。ここにも準公共財住宅の問題が出てくる。
　D　定住促進型開発政策
　先に示した如く，一国の空間構造が利用可能な国土の
上で著しく偏僑を持つことの不経済性，さらに発展した
既存の集積地点での物的制約条件の限界の発生．エコロ
ジー的側面からの生産活動に対する攻撃とそれに伴うU
ターン，」ターン現象の出現，頭脳集約的産業の展開に
基くすぐれた質の労働供給源の確保等は，これまでの地
域政策に新しく方向の転換をせまることになる。
　特に技術進歩による交通輸送手段やそのシステムの進
展は．迂回生産の場所的距離的間隔を短縮させることに
なる。特に組立て産業部門となると，この組立部門を大
消費地およびその周辺地区にまたは輸送の便利な地域に
おき，この地点を中心に中聞生産物生産の生産飛び地を
労働力の豊かな所に配置した，いわばたこ足型立地生産
システムを造り出す23）。ただこの生産飛び地と中心組立
て生産地とは強力な輸送システムで結びつく必要があ
る。例えばコンピューター一等の頭脳集約型産業にみられ
る組立中心部と，LSI生産飛び地とを結ぶ航空輸送シス
テムの存在である。このような生産側での新しい動きは
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地域政策に新しい方向を生み出させる。これが定住構想
とかかわってくる。
　既存の過集積地点にみられるさまざまな制約条件，中
でも生活に直接関係の深い水を中心とした生活環境は，
水系中心の定住圏構想を必然的に生み出す。わが国の第
三次全国総合開発計画がそれである。所得水準の上昇と
ともに生活水の利用量の増加はめざましい。活動空間，
交流空間の特定地域での高密度化は，エコロジー的側面
からホモ・サピエンスの生存をおびやかし，自然との対
話を断ち切ることで人間情緒を不安定にさせる。このた
めに自然環境の豊かな地域に対する回帰意識が，集積地
点での環境劣化公害問題とともに高まるのである。
　水系を中心とした定住圏構想は，それなりに意義を持
つ。しかしこのことが実効化されるには，現代の技術進
歩の性格を見極めたより適切な政策が必要となる。何故
ならば，この政策は大都市で高所得を得て余後の生活が
安定した人を，老後の楽しみとして自然色豊かな地方で
生活させるためではなく，現在稼得し子供達の養育を行
う人達にとっての豊かな生活が実現出来るためのもので
なければならないからである。従って定住圏構想には，
生活する人間にとっての活動する場，交流する場，憩う
場，同時に文化的場が豊かな自然環境の中で望ましい組
み合せで存在することが大切なのである。そのためにも
中心地域と直結した生産のエソクレープが重要な意味を
持ってくる。勿論，ある生産物の最終生産物生産地とし
ての機能を持ち，これが全国市場，輸出市場での比較優
位性を持つものであり，そしてそれが生産の連関効果を
持ち，望ましい地域特性を形造るものであれば，当然に
この地域を中心とした独自の発展は可能である。
　こうした定住圏域に人や活動体を牽引するには，社会
資本の先行投資による社会的，経済的基盤造成という作
業が出てくる。つまり先に示した公共財第1型，公共財
第2型の先行投資が必要となる。それと同時に準公共財
住宅の先行的形成が必要となる。過集積解除の政策が焦
眉の課題であるとするならば，経済基盤のSOC投資関
係と相並んで準公共財住宅の同時的形成が前面に出てく
ることになる。何故ならば企業が新しい地域に立地する
ためにはプラント設置に基く費用，操業開始に伴う危険
性がつきまとっている。この上に従業員のための社宅と
なれば，投資費用を一そう増加させる。もしこの時に準
公共財住宅が利用出来るとしたならば，企業の立地コス
トは大きく救われよう。さらに事前に都市計画や工業配
置計画を含んだ空間計画に基く生産の場，生活の場，交
流の場，憩の場そして各場の中にあって衝撃を緩和させ
る緩衝の場がうまくはめ込まれているのであれば，望ま
しい形状や大きさ，さらに機能を持った準公共財住宅の
望ましい空間的配列は，この地域での生活空間モデルと
なり，ここで示された形状，規模，機能，配列に関する
コードはその後の居住空間を律することにもなる。この
論理は生産の場，交流の場の形成についても適合する。
　このように定住圏構想では，準公共財住宅の政策的意
義が高いのである。
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　H　住宅の特性と準公共財住宅の性格
　住宅は個人および家庭の一括的消費の対象となる財で
ある。そして準公共財住宅には公共財にみられた非排除
原理の適用はなく．排除原則がつきまとう1）。だが政府
提供の住宅となると入居資格とか所得制限といった何ら
かの法的制約がある。消費者は個人の選好を背景とした
市場メカニズムを通して一般の住宅消費や企業提供の住
宅消費を行う。あるいは政府の公共原理を背景とした政
府提供の住宅を消費するのである。ここで住宅の特性と
はどんなものであるかを見て，ついで準公共財としての
住宅の性格を考えてみよう。
　（1｝住宅の特性
　住宅には次のような性格がある。
　第一は住宅の供給および消費パタ・・一ソが政治的経済的
環境条件による差異の存在である。私有財産を否定した
集産主義体制国家では，住宅は公共財である。価格は政
治的価格である。消費は選ばれた人によって行われる。
消費者主権経済体制では，住宅は私有権または使用権を
中心にした私有財産であり，市場原理で価格が定まる。
この体制のもとでも特殊的公共財，または準公共財とし
ての住宅があり，ここに公共原理で価格と有資格者が定
まる。経済的環境によっても特殊的公共財，準公共財住
宅の意義が変ってくる。
　第二の性格は，一括的消費対象の財である。つまり部
分的消費財ではない。そして一度消費量決定後（購入ま
たは使用権取得後）ではその消費量の増減は容易ではな
い。さらに特別の事情がない限り同じ室を他の家族とと
もに消費することはない。準公共財住宅も同様である。
　第三は，消費者の家族構成によって最小一括消費単位
数に差異があることである。これは同時に所得水準と土
地および住宅価格そして，住居に関する税と関連する
が，この傾向にある。
　第四は排除原則適用財であること。これは私的住宅は
勿論のこと政府提供住宅についても，入居資格条件適格
者に対しては占有利用権が認められ排除原則が存在す
る。
　第五は住宅消費には所得弾力的性格があることであ
る。所得水準の増加に伴ってより高次の住宅消費の選好
が出てくる。これは私的住宅ばかりでなく公共提供住宅
についても同じである。
　第六は，政策の対象となり易い財である。住宅は生活
する人間にとって基本である衣食住の一つである。そこ
でこれが不足する場合には緊急的措置に始まって，住宅
需要の動向に応じた政策配慮が必要となる。
　第七は既設住宅の追加的建設は容易でないことであ
る。特に今日の高層集合住宅は一度び建設されるとその
建物の拡張的建増し建設は容易でない。
　第八に，住宅は劣化陳腐化2）が発生する財である。従
って不燃性高層住居地域にこのような現象が発生すると
離心が生じたり，その地域の枯死現象が発生する。アー
バンブライト3）の出現である。
　第九は住宅の価値はその地域の社会的基盤の整備状況
および環境に依存することである。従って交通，道路，
水道，学校．公園といった社会的基盤や地区の生活環
境，社会環境，自然環境によって大きく異なるのであ
る。
　このように住宅には他の財とは異なった性格があるの
であるが，ここには実に多くの公共政策とかかわりを持
っているのである。
　②　準公共財としての住宅
　戦後の絶対的住宅不足といった緊急避難的政策適用期
を経過して消費老主権経済体制が充実してくると，住宅
という資源の効率的配分を市場メカニズムに求める動き
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が大きくなる。所得水準が高まり住宅建設工法に技術進
歩があり，政府の持家政策の展開によって，民間所有住
宅の建設が大きく進むことになる。こうなると，政府提
供の住宅は当初の性格を変更せざるを得なくなる。そこ
には福祉的視点があったとしても，政府部門提供の住宅
は，次第に市場原理に近づくかまたはそれを背景とした
価格設定を行なわざるを得なくなる。ここに準公共財と
しての住宅の特有な存在理由がある。
　B．P．バー・ミーの準公共財の定義を見ると，“巨大グル
ープ”の結合消費という条件のもとでいや応なく消費さ
れ，その上にあるいは又それらの限界生産費が0に近づ
く財を準公共財と名づけるとしている4）。そして排除原
則に従はない公共財とは異なって，準公共財はその生ず
る利益が一部排除原則に従うために価格付けが行なわれ
るとしている5）。さらに，政府部門の準公共財配分の基
礎は．第1にその財の有する“公共性”の程度。第2
は，こうした財の給付に当って“￥しい効率”の配分手
段として機能する市場の制度上の失敗の程度にかかって
いるという6）。そこで準公共財の配分に当っては限界価
格手法の利用を考える必要があるという7）。
　もともと準公共財はR．A．マスグレープの価値的欲求
の展開線上にある8）。従って私的財と公共財との中間的
存在にあるので，ある財の社会的緊要度が高まることに
よって，たとえこれが市場原理に従う私的財であって
も，政府提供の財として姿を変える場合が出てくる。
　準公共財としての住宅をわが国について考える場合次
の区分が必要となる9）。
　第1期は戦後の絶対的住宅不足時代である。この期の
住宅に関する公共財選好型需要は，公共建造物の住居転
用ないし政府所有の住宅を提供せよという特殊的公共財
需要を形成していた。使用価格は緊急避難的政治価格で
ある。この第1期も初期から時を経過するにつれ，民間
住宅の建設が自己資金の増加，公的援助機関の発展とと
もに進む。それと準政府機関である住宅公団や自治体の
住宅供給公社の設立とそれの展開に基く準公共財住宅の
提供が進む。
　第H期は住宅の相対的不足期である。この期間は初期
と後期の段階に分けられる。
　初期段階では，第1期以上に準政府部門の機能充実と
準政府部門を通した住宅不足に対する量的補完の政策が
推進されたのである。この期では，持家住宅政策の大き
な展開に伴う個人住宅，貸家，法人の社員住宅が大きく
前進する。他方福祉・生活視点から政府介入による公的
所有住宅が建設され，その利用価格が特殊的補助価格で
あった。
　後期段階では，住宅の不足数では初期段階よりさらに
大きく緩和される。ここでは住宅に対する人々の選好は
大きく変化する。つまり住宅に対して所得弾力的需要選
好を持ち始める1°）ことになる。これは初期段階の量的補
完が一巡して，住宅の質に対し，例えぽ世帯の大きさや
間取り，一室当りの大きさ，住宅の資本装備といった分
野に対する新しい選好の発生である11）。これに対する政
府部門の対応が質的補完として現われることになる。
　この第H期の初期段階では，B．　P．バー・ミーの“公共
性”評価が住宅について福祉思想の高揚と相侯って上昇
し，公共性原理から見た準公共財の取込み運動が盛上
る。しかし一方では所得水準の上昇に伴う民間住宅の建
設が進むし，又市場原理の中で予算原理に基く準公共財，
もしくは公的資金を背景とする準公共部門の住宅供給が
大きく出てくる12）。政府部門では，民間住宅建設刺激の
ための低利融資を行う準公共機関または公共機関の活動
が増大する13）。
　第H期後期段階では，国民所得の増加は一そう進み，
政府部門の中間所得層育成策が具体的活動として民間住
宅の建設を促進する政策となって進展する。こうなると
市場原理を中心とする住宅建設はさらに進み，住宅不足
感は遠のく14）。このことは予算原理に基く政策優過策に
対する再評価や調整の動きを引き出す。市場原理から見
た資源配分論理の重視である。この後期段階に入ると，
前期段階に見られた準政府部門提供の準公共財の取込み
論理は，市場原理から効率的資源配分論理の前に再調整
を余儀なくされる。中間層育成の持家住宅推進政策の展
開は住宅の相対的不足度を大きく緩和する。こうなると
市場原理の方向は一そう明らかになる。
　さらにこの第H期に産業活動にとって投入労働力の確
保という点から，さらに従業員の福利厚生という視点か
ら，企業の従業員住宅の建設が行なわれる。さらにこの
住宅建設のために政府部門からの底入れ，例えば財政投
融資資金の利用とか，準政府部門からの援助を受けて，
こうした住宅の建設が進み，ここでも住宅不足解消に大
きな役割を発揮するのである。
　住宅の過剰を示す第皿期に入ると，国民所得水準上昇
のため住宅消費それ自体が高次の財へと向って動く。こ
れは住宅消費者が通勤距離，住区環境，住宅の質，住宅
の大きさ等に対する高い選好水準を示すためである。つ
まり所得弾力的な選好が出てくるためである。これは従
来の固定的な住区観念から住区を移し替えるという住区
移動への動ぎを示すことになる。そしてそのことを可能
とする民間部門での住宅建設，魅力的な住区造り．さら
に公共部門の社会的基盤整備，さらに民間部門の住宅建
設を促進させるための公共部門の低利融資活動，分譲，
宅地造成，そして土地政策等がある。一方，交通，土木
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建設に関する大きな技術進歩がある。そのために短時間
で大量の輸送を可能とすることで従来の遠距離地区が通
勤圏内に入ってきたりする15）。建築では高層建築が短期
間で容易に建設されることになる。しかも設計とか工法
とかが消費者のニーズに応じてより可変的であるために
魅力的な住宅選びが一そう容易になる。
　このような高次財としての住宅の選好と住居移動の動
きには市場原理がよく適合する。だが政府提供の住宅と
なると果してこのことが可能かということになる。予算
原理には常に納税者の存在を前提とした論理が必要とな
る。高次の住宅として住居規模の拡大，世代を考えた間
取りや広さ，民間と共通する住区環境，社会的基盤の整
備等々が必要となる。だがその費用を租税および公的負
担を通じて徴達されるとなれぽ，そこにはある限界が生
じてくる。この限界は，市場価格と政府部門提供住宅の
コスト計算からくる価格との差に対して，国民が価格補
助を容想出来る限度である。
　価格補助を見ると，これには差別価格が出てくる。こ
の基準は政府部門提供住宅利用者を所得水準で分ける
か，所得段階別利用料金を課すということである。所得
水準の高い人には機会費用の全額負担を，所得水準の低
い人には低い負担をということである。この際に作動す
る標準は市場メカニズムによるものである。従って政策
的にカバーをしなければならない所得層については，市
場価格から離れた利用者価格を設け，そうではない人達
に対してはコスト計算からくるそして市場価格を考慮し
た価格の設定である。政策的カバーの領域に入る人達に
は稼得年令の低い層を含めて考える必要がある。
　住宅が相対的過剰期に入ると，以上のように政府部門
提供の住宅は，所得弾力的財の性格を反映した高次の財
へと進むが，他方ではこの住宅消費に関してコストや市
場価格を反映した価格と政策要因に基く価格との差別化
が進むことになる16）。
　注
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　　　18－19参照
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　　5）　Bernard．　P．　Herber，　oP．　cit．，　P．275．
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　　　Finance，　New　York　1959．　pp．13－14．
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　み，機会費用をめぐって，大川・佐藤編　準公共
　財の財政理論　昭和57年参照
10）　この点については経済白書，昭和56年版p．338．
　で示された住宅の広さ需要の弾性値でも明らかに
　なる。ただこの表では第皿期の数値にあたる。
11）　この点は前掲白書p．337．の図・住宅の広さに
　対する評価の程度の変化で示される。
12）　日本住宅公団，自治体の住宅供給公社等の活動
　である。
13）　住宅金融公庫および自治体の住宅融資機関とい
　った準公共部門による資金供与活動である。
14）　この点は総理府統計局，住宅統計調査で明らか
　なように，昭和43年に総世帯数と住宅総数との間
　が逆転している。
15）　この点に関しては，ハーシュ著　喜多監訳　都
　市化の経済学上pp．68－71．で予算制約型モ
　デルとしてアロンゾ，ミュ　一’ス，シーゲルのモデ
　ルが参考となる。
16）価格差別化に関しては　拙稿，前掲書　準公共
　財住宅の取込み，機会費用をめぐって　参照
　皿　定住促進型開発に伴う準公共財住宅をめぐって
　定住圏構想は単に水系を中心とした住区の再編成であ
るならば，その効果はあまり期待出来ない。ホモ・サピ
エンスが活動し生活し交流し憩うといった基本をなす経
済活動体の立地がある容量と大きさでこの地区に存在し
ていなければならない。それがないならば，この活動を
なす他の地区と何らかの有意な接続を持っていなければ
ならない。これの存在や接続のない地域は保養地的住区
になるか，定住構想自体が役に立たなくなる。
　このような事がらを配慮した上が，定住促進型開発に
伴う準公共財住宅問題を本論の一応のしめくくりとして
示すことにしよう。
　（1）最近の住宅選好から見て
　定住構想を推進するには最近の国民住民の住宅選好を
知ることが大切である。というのは住宅が相対的過剰の
時代に入り，しかもある程度良質水準の住宅消費に馴れ
てくると，その後新に消費しようとする住宅に対する選
好が変ってくるからである1）。これは市場原理に一部依
存する準公共財についても同様である2）。以下この点を
考えて見よう。
　1．所得水準が上昇し住宅が相対的過剰になってくる
と，住宅の質，大きさといった個々の住宅の質量に関す
る選好がより所得弾力的な高次の財へと移行することで
ある3）。従って準公共財住宅も一そう上位の財へと移動
する傾向を持つ。もっとも所得補填政策上から特定所得
層を守るための政府部門提供住宅が一定基準で提供され
ることもある。
　2．　住宅の選定は住区環境水準に依存する4）。従って
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生活，都市，自然といった環境水準の高い地域に人は集
まる。この点は準公共財住宅にしても同じである。そこ
で単に住宅建設ということではなく住区環境水準の望ま
しい高さが事前に予定されるか配備されていなければな
らないし，その水準値の上昇が望まれるのである。
　3，住宅それ自体の装備が洗練され機能的であること
が求められてきている。このことは核家族，とも働ぎ，
異った世代の同居等といった社会的な動ぎとならんで豊
かさ指向と機能性充実の指向が強く現われてくる。そこ
で，かりに準公共財住宅の提供が産業や人口の再配置政
策と結びつくものであれば，この指向は準公共財住宅の
今後の型の決定に重要な役割を果す。
　4．住宅消費老に選択需要が発生し，これは次で示す
移動型消費と対応するが，住宅消費が多様化することで
ある。例えば，個人の住宅消費について，貸家貸間，社
宅，公団住宅，持家等自由な選択が次第に出来つつあ
る5）。勿論所得に応じてであるが，これらの選択が出来
るし，中には貸間に入っていながらリゾートに別荘を所
有したりする。このような選択需要は豊かさ指向ととも
に大きくなってくる。そうなると，準公共財住宅もこの
動きの中で消費者がとらえ，住宅消費パターンが変化し
て永住する生活の家と考えるのではなくして，準公共財
住宅も現在時点での単なる通り抜け的消費という考えが
出てくるようになる。
　5．住宅消費の型が固定的ではなく移動型に移行しつ
つあることである。これは現代の産業社会が移動型であ
るためである。従って，もともと比較的に固定的であっ
たわが国の住宅消費も工業化の進展とともに次第に移動
化するようになった。それに戦後の核家族化の進行は住
宅消費をより移動化させる。つまり夫婦単位での消費，
幼児養育期の消費，子供が個室を要求する期の消費，さ
らに豊かな住居生活へと住み替えるのである6）。この過
程の中には転勤もある。この移動型消費が強まれぽ準公
共財住宅消費はなお一そう重要性を持つ。つまり移動社
会にあって中間寄港地的性格を持つことが出来るからで
ある。これはこれまでの準公共財住宅とは異なった性格
を持つことになる。
　6，住宅消費パターンが依然として持家指向が強いこ
とである7）。当初消費者は貸家，公団住宅，社宅といっ
た住宅財の消費であっても，最終的には持家を希望する
人が多いのである。これは持家推進の住宅政策の存在も
あるが，持家選好の国民性が強いのである。このことは
準公共財住宅の性格に常に一つの条件を課していること
になる。
　このように最近の住宅の選好が変化したために準公共
財住宅もこの動きに応じて性格を変化させてきているの
である。こうした中で定住構想の地域政策が推進されて
いくとすれぽ，準公共財住宅にどのような配慮が必要で
あろうか。これを次に考える。
　②　政策バイアスと準公共財住宅
　定住圏構想に基く地域政策が実施されて行くと，準公
共財住宅はその政策の意図する方向に向って動いて行
く。そこには考慮すべき問題が出てくる。
　L　定住圏構想といっても対象地域がどのような性格
の核となる産業を持っているのかということ，さらに既
存集積地点における産業および人口の分散必要の緊急度
が高いのかどうかということと大ぎく関連する。対象地
域に核となる産業が大きく雇用吸収型の労働集約産業で
あるとか，産業連関効果の高い組立産業が誘導されるも
のであれば，定住構想は大いに進む。この場合準公共財
住宅は次の事項と関係するが住宅の量的確保という課題
が出てくる。また分散の緊急度の高い場合には，一定期
間に相当多くの準公共財住宅の建設が必要となる。つま
り，量と時間の問題が入ってくることである。
　2．定住圏構想は産業および人口の牽引という狙を持
つものであれば，産業についてはSOCの先行とか租税
政策が出てくる。準公共財住宅となると先の誘導政策と
相並んで魅力的準公共財の先行投資によるこれの形成が
必要となる。
　この先行型準公共財住宅には次の二つの役割ないし機
能を持つことがある。その第一はこの住居地が核となっ
て今後の発展を誘発するということ。第二はこの先行的
住宅形成がモデルと化してその地域の住宅の事後的発展
の形状を定めることである。
　3．　準公共財住宅は個別消費者にとって“通り抜け”
的消費財の性格を持ってきているために，産業分散政策
を持つ誘導政策であるならば，このことは必ずしも長期
間定住と結びつくことにならない。この樋り抜け”的
住宅消費は住宅の劣化現象を随伴する。これは同じタイ
プの団地住宅について，賃貸と分譲とでは著しい住宅の
損傷とか劣化の差異が目についてくる。このことは準公
共財住宅の初期的水準値を維持しようとするには大きな
維持補修費を必要とすることを意味する。準公共財住宅
は一度びその消費が開始されると，この種の支出を必要
とするのである。又この種の“通り抜け”的住宅消費
は，多様な家族単位，例えば家族数，個室を必要とする
家族数，同居世代の相違等があって，この需要に応じた
多様な住宅の提供という問題が出てくる。従って，これ
までのような画一的な準公共財住宅提供ということにな
らなくなる。
　4．　準公共財住宅には機会費用に関する独得の問題が
生じてくる8）。準公共財住宅には何らかの補助価格が付
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いている。これは公共原理がついているためである。一
方では持ち家を指向しある所得の中から貯蓄をし住宅を
持とうとして努力する人があるのに対し，他方では同じ
所得を持ちながら常に消費し補助された住宅を安い価格
で利用するということは，社会的公平という見地から望
ましいことではない。この種の機会費用の考慮は所得水
準の相対的に上昇している現在にあっても重要である。
　さて，限られた資源を使って民間部門と政府部門とも
それぞれ財の最大の生産量を得ようと考える場合，ここ
には生産のフロンティアが描かれる。住宅が相対的不足
から相対的過剰の期になると．フロンティア線内部の行
動は，納税者側から大きな反撃を受ける。ここに競争資源
市場での効率的で最小の機会費用の生産方式が比較に出
される。政府機関が効率的に働こうとしても正確に資源
費用を反映しない価格であれば，機会費用は増加する。
このために政府部門提供の住宅価格や賃貸価格は上昇す
る。この場合福祉視点から，この政策価格とコスト計算
からくる価格との差額が補助されるものであれば，補助
額は常に増大する傾向を持ち，機会費用は増加し，一般
の人からの反撃を受けることになる。このことを避ける
ために準公共財住宅建設のコストを下げるか，安あがり
の維持の出来る住宅建設を行って，コスト増を避けるこ
とが図られる。これは高次財住宅の消費を望む住民の選
好から離れることになる。
　機会費用は租税を同時に考える必要性をおこす。とい
うのは，政府提供住宅の建設が租税による財源調達で処
理されているからである。租税には民間部門における犠
牲的産出量の構成を定める作用があり，機会費用の負担
をどの所得層に定めるかを租税が定めることが出来る。
　次に準公共財住宅消費に対して定量補助が行なわれた
場合，過剰消費や過少消費という問題が発生することも
考えなければならない。
　注
　　1）　昭和51年度を初年度とする第3期住宅建設五箇
　　　年計画が策定されているが，ここでは60年を目途
　　　にすべての国民が確保すぺき最低住居水準と平均
　　　的世帯が確保することが望ましい平均的居住水準
　　　を設定している。ここでは住宅の質の向上に重点
　　　が運かれている。
　　2）　昭和55年版　建設白書　pp．106～7．参照
　　3）　昭和56年版　国民生活白書　p．205．図　向上
　　　を示す住宅をめぐる諸指標　参照
　　4）　この点は　前掲　国民生活白書pp．217～229．
　　　参照
　　5）　この点は　前掲　国民生活白書　p．214．図
　　　家族の成長段階によって異なる住み替えのパター
　　　ン，p．215．表　居住形態別にみた居住期間の推
　　　移　参照
　　6）　前掲　国民生活白書　pp．209－217．参照
　　さらに，ライフサイクルとしての住宅需要の実
　情が，昭和56年版　経済白書p．354．に示されて
　いる。
7）前掲　国民生活白書　p．211参照
8）　本論については拙稿，前掲書　準公共財住宅の
　取込み，機会費用をめぐって　参照
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